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表紙

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）へ
の記載を省略しております。

第48回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項
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連結株主資本等変動計算書

（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 8,969,261 464,571 45,479,594 △115,241 54,798,186
連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 16,323 16,323 32,646
剰 余 金 の 配 当 △1,501,945 △1,501,945
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 4,593,096 4,593,096
自 己 株 式 の 取 得 △1,113 △1,113
自 己 株 式 の 処 分 5,582 5,582
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 16,323 16,323 3,091,151 4,469 3,128,267
当 期 末 残 高 8,985,585 480,895 48,570,745 △110,772 57,926,454

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利益累計
額合計

当 期 首 残 高 2,817,381 3,716,815 53,984 6,588,181 61,386,368
連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 32,646
剰 余 金 の 配 当 △1,501,945
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 4,593,096
自 己 株 式 の 取 得 △1,113
自 己 株 式 の 処 分 5,582
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 2,131,241 3,903,209 62,749 6,097,200 6,097,200

連結会計年度中の変動額合計 2,131,241 3,903,209 62,749 6,097,200 9,225,467
当 期 末 残 高 4,948,622 7,620,024 116,733 12,685,381 70,611,835

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 21社
・連結子会社の名称 株式会社バンディック

ＴＯＷＡレーザーフロント株式会社
ＴＯＷＡＴＥＣ株式会社
TOWAM Sdn. Bhd.
TOWA半導体設備（蘇州）有限公司
東和半導体設備（南通）有限公司
TOWA TOOL Sdn. Bhd.
TOWAファイン株式会社
東和半導体設備研究開発（蘇州）有限公司
TOWA韓国株式会社
TOWA Asia-Pacific Pte. Ltd.
東和半導体設備（上海）有限公司
台湾東和半導体設備股份有限公司
TOWA Semiconductor Equipment Philippines Corp.
TOWA SEMICONDUCTOR INDIA PRIVATE LIMITED
TOWA MALAYSIA SALES & SERVICES SDN. BHD.
TOWA THAI COMPANY LIMITED
TOWA USA Corporation
TOWA Europe GmbH
TOWA Europe B.V.
和創半導体設備（深圳）有限公司

　上記のうち、TOWA SEMICONDUCTOR INDIA PRIVATE LIMITED、TOWA MALAYSIA 
SALES & SERVICES SDN. BHD.、和創半導体設備（深圳）有限公司については、当連結会計年
度において新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

②　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況
該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

該当事項はありません。
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市場価格のない株式等……………
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産……………………
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法
を採用しております。
ただし、当社及び国内連結子会社については、1998年４月
１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　　２～50年
機械装置及び運搬具　　２～10年

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
該当事項はありません。

③　議決権の100分の20以上、100分の50以下を所有しているにもかかわらず関連会社としなか
った会社の状況
該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、TOWA半導体設備（蘇州）有限公司、東和半導体設備（南通）有限公司、
東和半導体設備研究開発（蘇州）有限公司、東和半導体設備（上海）有限公司及び和創半導体設備
（深圳）有限公司の決算日は12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたって、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に
基づく計算書類を使用しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法
ロ．棚卸資産

製品…………………………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

仕掛品………………………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料………………………………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品………………………………主として最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）
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ロ．無形固定資産……………………
（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定額法を採用しております。なお、自
社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

ロ．賞与引当金………………………当社及び一部の連結子会社は、従業員賞与の支給に備えるた
め、支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金…………………当社及び一部の連結子会社は、役員賞与の支給に備えるた
め、支給見込額に基づき計上しております。

ニ．製品保証引当金…………………当社及び一部の連結子会社は、保証期間中の製品に係る補修
費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に売上に対応す
る補修費用の見積額を計上しております。また、個別に発生
額を見積もることができる費用については、その見積額を計
上しております。

ホ．株式給付引当金…………………「株式給付規程」に基づく当社従業員への当社株式等の交付
に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見
込額に基づき計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（主として10年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（主として10年）による定率法により、発生の翌連結会計年度から費用処理してお
ります。

ハ．未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の
部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

ニ．小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
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自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
⑤　収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで
あります。
イ．半導体製造装置事業

　製品の販売については、主に顧客への引渡の際に据付を要する製品については据付完了時
点、据付を要しない製品については引渡または検収時点に、顧客が当該製品に対する支配を獲
得し、履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しており
ます。
　製品に関連した保証、修理、保守及び移設などのサービス収益についてはサービス提供完了
時点で、履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。なお、「収益認識に関する
会計基準の適用指針」第98項の要件を満たすものについては、出荷時点に収益を認識してお
ります。

ロ．メディカルデバイス事業
　製品の販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常
の期間であるため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱
いを適用し、出荷時点で収益を認識しております。

ハ．レーザ加工装置事業
　製品の販売については、引渡または検収時点に、顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履
行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しております。
　製品に関連した保証、修理、保守及び移設などのサービス収益についてはサービス提供完了
時点で、履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。なお、「収益認識に関する
会計基準の適用指針」第98項の要件を満たすものについては、出荷時点に収益を認識してお
ります。

ニ．ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

⑥　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５～８年間の定額法により償却を行っております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　消費税等の会計処理………………消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、

控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用
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として処理しております。
⑸　表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）
　前連結会計年度において区分掲記しておりました営業外費用の「貸与資産減価償却費」は、金額
的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「雑損失」に含めて表示しております。

⑹　会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 706,033千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループでは繰延税金資産の回収可能性について毎期検討を行っております。当社グルー
プの繰延税金資産の回収可能額は、将来の課税所得の予測に大きく依存しておりますが、課税所
得の予測は将来の事業環境や当社グループの事業活動の推移、その他の要因により変化します。
　当連結会計年度末における繰延税金資産の回収可能性の検討においては、過去及び当連結会計
年度の経営成績や将来事業計画を総合的に勘案し、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資
産の回収可能性に関する適用指針」に定められた要件に基づき当社及び連結子会社を分類してお
ります。その上で、過去実績及び将来事業計画に基づき将来５年以内の期間にわたる課税所得を
見積り、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。
　将来の課税所得の見積りは、繰延税金資産の回収可能性を見積る上での主要な仮定に該当する
と判断しております。
　課税所得の見積りの際に使用した将来事業計画は、販売戦略を考慮して見積られた将来の売上
予測や過去実績を踏まえた営業利益率に基づいております。
　当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌
連結会計年度以降の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影
響を与える可能性があります。

（棚卸資産の評価）
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 19,790,622千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループの棚卸資産の評価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によっており、収
益性の低下の事実を反映する方法としては、取得原価と連結会計年度末における正味売却価額の
いずれか低い方の金額で評価する方法、正常な営業循環過程から外れた棚卸資産については、期
末日時点で一定期間を経過または一定の回転期間を超えるものを長期滞留在庫と判断し、過年度
の実績等をもとに将来の販売予測を個別に検討したうえで、販売可能性があると判断された在庫
を除き、規則的に帳簿価額を切り下げる方法により評価しております。当社グループの事業が属
する市場の環境が予測より悪化し、棚卸資産の評価に影響を与える需要予測等の要因が変動した
場合、棚卸資産評価損の追加計上が必要となる可能性があり、翌連結会計年度以降の連結計算書
類に重要な影響を与える可能性があります。
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その他の投資等 487,634千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 34,434,367千円

当座貸越極度額及びコミットメントライン契約の総額 18,500,000千円
借入実行残高 11,500,000千円
差引額 7,000,000千円

普通株式 75,157,367株

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年５月9日
取締役会 普通株式 1,501,945 20 2025年３月31日 2025年６月６日

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2026年５月11日
取締役会 普通株式 1,502,271 利益剰余金 20 2026年３月31日 2026年６月5日

２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
当該担保に係る債務はありません。

⑶　当社は、資金調達の効率化及び安定化を図るため取引銀行６行と当座貸越契約及びコミットメン
トライン契約を締結しております。当連結会計年度末における当座貸越契約及びコミットメントラ
イン契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

⑷　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

⑶　当連結会計年度末日における新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

⑷　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、一時的な余資は短期的な預金等に限定し運用しております。また、資金調達
については主に半導体製造装置事業を行うための設備投資計画等に照らして、必要な資金を銀行
借入により調達しております。なお、資金調達の効率化及び安定化を図るため、取引銀行６行と
当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の
変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に取引先企業等に関する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお
ります。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日
であります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。
　借入金は、設備投資及び運転資金等として調達したものであり、主に固定金利での借入である
ため、金利の変動リスクは僅少であります。また、一部の借入金については、財務制限条項への
抵触により、借入金の繰上返済請求を受けるリスクがあります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権について、営業活動規程に従
い、取引開始時における与信調査及び与信限度額の定期的な見直し等を行っております。連結
子会社についても、当社に準じて同様の管理を行っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、長期借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、固定金利での借入を行
っております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市
況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直しております。連結子会社についても、当
社に準じて同様の管理を行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、当社に
準じて同様の管理を行っております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 7,551,103 7,551,103 －
　資産計 7,551,103 7,551,103 －
長期借入金 6,120,000 6,062,652 △57,347
　負債計 6,120,000 6,062,652 △57,347

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおり
であります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額3,402千円）は「投資有価証
券」には含めておりません。また、現金及び預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形及
び買掛金、電子記録債務、短期借入金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似するものであることから、注記を省略しております。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3
つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され
る当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定し
た時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。
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連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

株式 7,551,103 － － 7,551,103

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金（一年以内含む) － 6,062,652 － 6,062,652

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 28,431,711 － － －
受取手形 317,299 － － －
売掛金 15,846,386 － － －
電子記録債権 201,287 － － －

合計 44,796,684 － － －

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

長期借入金 2,120,000 4,000,000 － －

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい
るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金（一年以内含む）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を借入金の残存期間及び信用リスクを加
味した利率で割り引いて算定する方法によっており、その時価をレベル２に分類しており
ます。

（注２）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注３）長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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連結注記表

報告セグメント（千円）
合計
（千円）半導体製造装置

事業
メディカルデバイス

事業
レーザ加工装置

事業

顧客との契約から生じる収益 49,870,942 2,487,000 2,007,281 54,365,224
その他の収益 － － － －
外部顧客への売上高 49,870,942 2,487,000 2,007,281 54,365,224

当連結会計年度
（千円）

顧客との契約から生じた債権 16,377,928
契約負債 2,405,195

(1) １株当たり純資産額 941円14銭
(2) １株当たり当期純利益 61円22銭

５．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「⑷　会計方針に関する事項　⑤　収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は主に、収益の認識前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負
債の前受金に含まれております。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契
約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しておりま
す。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありま
せん。

6．１株当たり情報に関する注記

7．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結注記表

８．追加情報に関する注記
（譲渡制限付株式報酬）
　当社は、2022年６月29日開催の第44回定時株主総会の決議により、当社取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役を除く。）に対して、株主の皆様との一層の価値共有を進めるた
め、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。
　なお、当社の執行役員についても、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。
　当連結会計年度においては、2025年７月24日開催の取締役会において、当社取締役及び執行
役員に対して譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行を行うことについて決議し、2025年８月
19日に払込が完了しました。

（株式給付信託（J-ESOP））
　当社は、2023年８月８日開催の取締役会の決議により、当社の株価や業績と従業員の処遇の連
動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業
員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株
式給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。
⑴　取引の概要

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員に対して
当社株式を給付する仕組みです。
　当社は、従業員に対し等級等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得し
たときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式につ
いては、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するもの
とします。
　本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引
に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適
用しております。なお、「株式給付規程」に基づく当社従業員への当社株式等の交付に備える
ため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき株式給付引当金を計上してお
ります。

⑵　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純
資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿
価額は91,878千円、株式数は85,580株であります。
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株主資本等変動計算書

（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 　 　 計資本準備金 利益準備金 その他利益

剰 余 金
利益剰余金
合 計

当 期 首 残 高 8,969,261 498,869 662,879 22,166,132 22,829,011 △115,241 32,181,902
事業年度中の変動額
新 株 の 発 行 16,323 16,323 32,646
利益準備金積立 150,194 △150,194 － －
剰 余 金 の 配 当 △1,501,945 △1,501,945 △1,501,945
当 期 純 利 益 40,848 40,848 40,848
自己株式の取得 △1,113 △1,113
自己株式の処分 5,582 5,582
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 16,323 16,323 150,194 △1,611,291 △1,461,097 4,469 △1,423,981
当 期 末 残 高 8,985,585 515,193 813,074 20,554,840 21,367,914 △110,772 30,757,921

評価・換算
差 額 等 純資産合計その他有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 2,817,381 34,999,284
事業年度中の変動額
新 株 の 発 行 32,646
利益準備金積立 －
剰 余 金 の 配 当 △1,501,945
当 期 純 利 益 40,848
自己株式の取得 △1,113
自己株式の処分 5,582
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) 2,131,241 2,131,241

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 2,131,241 707,259
当 期 末 残 高 4,948,622 35,706,543

株主資本等変動計算書
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個別注記表

市場価格のない…………
株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

３．固定資産の減価償却方法
有形固定資産………………定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しておりま
す。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　３～50年
機械装置　　２～10年

無形固定資産………………定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

個別注記表
重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等…移動平均法による原価法
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品…………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

仕掛品………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

原材料………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品………………………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）
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個別注記表

４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金…………………従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

⑶　役員賞与引当金……………役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
⑷　製品保証引当金……………保証期間中の製品に係る補修費用の支出に備えるため、過去の実績

を基礎に売上に対応する補修費用の見積額を計上しております。ま
た、個別に発生額を見積もることができる費用については、その見
積額を計上しております。

⑸　退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。ただし、当事業年
度末においては、年金資産の見込額が退職給付債務見込額から未認識
数理計算上の差異等を控除した額を超えているため、前払年金費用と
して貸借対照表の投資その他の資産に計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しており
ます。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により、発生の翌事
業年度から費用処理しております。

⑹　株式給付引当金……………「株式給付規程」に基づく当社従業員への当社株式等の交付に備え
るため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上
しております。

－ 15 －



2026/05/22 12:23:29 / 25303031_ＴＯＷＡ株式会社_招集通知

個別注記表

５．収益及び費用の計上基準
当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
⑴　半導体製造装置事業

　製品の販売については、主に顧客への引渡の際に据付を要する製品については据付完了時点、
据付を要しない製品については引渡または検収時点に、顧客が当該製品に対する支配を獲得し、
履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しております。
　製品に関連した保証、修理、保守及び移設などのサービス収益についてはサービス提供完了時
点で、履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。なお、収益認識に関する会計基
準の適用指針第98項の要件を満たすものについては、出荷時点に収益を認識しております。

⑵　メディカルデバイス事業
　製品の販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の
期間であるため、収益認識に関する会計基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用
し、出荷時点で収益を認識しております。

⑶　レーザ加工装置事業
　製品の販売については、引渡または検収時点に、顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行
義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しております。
　製品に関連した保証、修理、保守及び移設などのサービス収益についてはサービス提供完了時
点で、履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。なお、収益認識に関する会計基
準の適用指針第98項の要件を満たすものについては、出荷時点に収益を認識しております。

６．退職給付に係る会計処理……退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の
会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法
と異なっております。

７．消費税等の会計処理…………消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対
象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理してお
ります。
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８．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　繰延税金負債 84,817千円
（繰延税金資産2,303,687千円と繰延税金負債2,388,504千円を相殺して表示しております。）

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は繰延税金資産の回収可能性について毎期検討を行っております。当社の繰延税金資産の
回収可能額は、将来の課税所得の予測に大きく依存しておりますが、課税所得の予測は将来の事
業環境や当社の事業活動の推移、その他の要因により変化します。
　当事業年度末における繰延税金資産の回収可能性の検討においては、過去及び当事業年度の経
営成績や将来事業計画を総合的に勘案し、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回収
可能性に関する適用指針」に定められた要件に基づき分類をしております。その上で、過去実績
及び将来事業計画に基づき将来５年以内の期間にわたる課税所得を見積り、繰延税金資産の回収
可能性を判断しております。
　将来の課税所得の見積りは、繰延税金資産の回収可能性を見積る上での主要な仮定に該当する
と判断しております。
　課税所得の見積りの際に使用した将来事業計画は、販売戦略を考慮して見積られた将来の売上
予測や過去実績を踏まえた営業利益率に基づいております。
　当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌
事業年度以降の計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与え
る可能性があります。

（棚卸資産の評価）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額 10,576,606千円
⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社の棚卸資産の評価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によっており、収益性の低
下の事実を反映する方法としては、取得原価と事業年度末における正味売却価額のいずれか低い
方の金額で評価する方法、正常な営業循環過程から外れた棚卸資産については、期末日時点で一
定期間を経過または一定の回転期間を超えるものを長期滞留在庫と判断し、過年度の実績等をも
とに将来の販売予測を個別に検討したうえで、販売可能性があると判断された在庫を除き、規則
的に帳簿価額を切り下げる方法により評価しております。
　当社の事業が属する市場の環境が予測より悪化し、棚卸資産の評価に影響を与える需要予測等
の要因が変動した場合、棚卸資産評価損の追加計上が必要となる可能性があり、翌事業年度以降
の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 19,802,605千円

短期金銭債権 3,174,370千円
長期金銭債権 551,000千円
短期金銭債務 5,438,479千円

当座貸越極度額及びコミットメントライン契約の総額 18,500,000千円
借入実行残高 11,500,000千円
差引額 7,000,000千円

１．関係会社との取引高 売上高 1,917,225千円
仕入高 27,603,564千円
その他 2,913,154千円
営業取引以外の取引高 635,055千円

普通株式 129,348株

　表示方法の変更に関する注記
　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取キャンセル料」は、重要性
が乏しくなったため、当事業年度より「雑収入」に含めて表示しております。

　貸借対照表に関する注記

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

3．当社は、資金調達の効率化及び安定化を図るため取引銀行６行と当座貸越契約及びコミットメン
トライン契約を締結しております。当事業年度末における当座貸越契約及びコミットメントライン
契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

4．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　損益計算書に関する注記

２．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

２．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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繰延税金資産
試作品 1,016,691千円
仕掛品評価損 173,890千円
賞与引当金 218,714千円
減価償却超過額 178,614千円
減損損失 309,036千円
関係会社株式評価損 172,668千円
税務上の繰越欠損金 113,463千円
子会社株式の投資簿価修正 560,753千円
その他 636,981千円

繰延税金資産小計 3,380,814千円
評価性引当額 △1,077,127千円

繰延税金資産合計 2,303,687千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,178,516千円
その他 △209,987千円

繰延税金負債合計 △ 2,388,504千円
繰延税金資産（負債）の純額 △84,817千円

法定実効税率 30.54%
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.64
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 3.76
外国子会社からの配当金益金不算入 △ 27.27
役員賞与の損金不算入 7.93
寄付金の損金不算入 1.44
住民税均等割 6.10
税率変更による影響額 △ 7.61
過年度法人税等 58.72
その他 15.04

税効果会計適用後の法人税等の負担率 83.77

　税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差
異の原因となった主要な項目別の内訳
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　リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、社用車等の一部についてはリース契約により使用しており
ます。

　収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　５．収益認識に
関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合
（％）

関係内容
取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

役員の
兼任等
(名)

事業上
の関係

子会社 ＴＯＷＡレーザー
フロント株式会社

所有
直接100.0 2 製品の外注等

資 金 の 援 助

資 金 の 貸 付
注１.（２）、注2 1,200,000

関 係 会 社
短期貸付金 800,000資 金 の 返 済

注１.（2） 800,000
利 息 の 受 取
注１.（2） 7,375

子会社 TOWAM Sdn.Bhd. 所有
直接100.0 3 製品の外注等

資 金 の 援 助

製 品 の 外 注 等
注１.（1） 7,100,178 買 掛 金 960,594
資 金 の 返 済
注１.（2） 656,000 関 係 会 社

長期貸付金
（一年以内含む）

684,000利 息 の 受 取
注１.（2） 18,266

子会社 TOWA半導体設備
(蘇州)有限公司

所有
直接100.0 3 製品の外注等 製 品 の 外 注 等

注１.（1） 9,540,035 買 掛 金 1,774,646

子会社 東 和 半 導 体 設 備
（南通）有限公司

所有
直接100.0 3 原 材 料 等 の

有 償 支 給
原 材 料 等 の
有 償 支 給
注３

1,229,357 未 収 入 金 679,149

１．１株当たり純資産額 475円91銭
２．１株当たり当期純利益 0円54銭

　関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
（１）一般取引条件を参考にして決定しております。
（２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

なお、担保の受入はありません。
２．資金の貸付については、運転資金であります。
３．原材料等の有償支給については、原価を勘案し両社協議のうえで決定しております。

　１株当たり情報に関する注記

　重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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　追加情報に関する注記
（譲渡制限付株式報酬）
　取締役等に自社の株式を交付する取引に関する注記については、「連結注記表　８．追加情報に関
する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
（株式給付信託（J-ESOP））
　従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、「連結注記表　８．
追加情報に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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